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頻度，交通手段，距離等によってその身体負荷が大きく変動する移動については，短期，中期，長期の

いずれの視点においても，健康との相互的関係が想定され，今後の交通計画を論ずるうえで，欠かすこと

のできない領域と考えられる．交通と健康の関係については，交通分野，健康関連分野のそれぞれの立場

から知見の蓄積が行われてきた一方，両分野の協働による知見の獲得についてはその実績が限られ，調査

手法，指標等の観点から，双方の協働によるさらなる学術的進展の余地が想定される．そこで本研究では，

交通分野からみた交通と健康に関する知見，健康関連分野からみたその知見の両面に着目する．両分野の

既往研究における，対象となる症状や疾患，調査手法，健康状態に関する指標，移動に関する指標を中心

に，その特徴，系譜を整理し，課題を明らかにすることで，交通と健康の相互作用に関する，疫学的縦断

調査による立証等に向けた新たな協働の基盤とする．  
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1. 交通と健康の関係にかかる背景 
 
生活習慣病や慢性疾患を予防することで，心身ともに

自立し健康的に生活できる期間である「健康寿命」を延

ばす観点から，日常生活における身体活動を促進する施

策が近年，世界的に取り組まれている．これらの取組み

には医療費の歳出削減にも繋がる便益も期待されている． 
学術領域においては，疫学の研究領域，都市環境や交

通行動の研究領域の双方から，交通と健康の関係に関す

る知見の蓄積が行われてきた．例えば有力な医学雑誌で

あるLancet では 2016年に”Urban design, transport, and health”
と題する特集を組んでおり，医学，疫学領域においても

当該領域への関心が高まっていることを示している（例

えば Giles-Corti et al,(2016)1））．また，2014年には論文集

“Journal of Transport & Health”が発刊され，交通と健康の

関係に関する知見の蓄積を加速させる役割を担っている． 

政策へ繋げる観点においては，身体活動による便益を

評価する，あるいは身体活動を促進させる取組みが各国

において行われている．例えば世界保健機関（World 
Health Organization：WHO）の欧州支局では歩行環境，自

転車利用環境の整備による経済効果を算出するマニュア

ルを発行し，2014年に最新の改訂版を発行している 2)．

また英国においては，交通計画の根拠となる Transport 
Analysis Guidance（TAG）の一つとして，身体活動の促進

による便益を評価するActive Mode Appraisalが発刊され，

最新版は 2018年の発刊である 3)． 
我が国においても健康増進法に基づき，2013年度より

2022年度を対象期間とする「二十一世紀における第二次

国民健康づくり運動（健康日本 21（第二次））」4)が厚

生労働省の主導により取り組まれている．この「健康日

本 21（第二次）」には健康寿命を延ばすなどの目的の

もとに，身体活動を増進させることが目標の一つに組み 
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表 1：健康日本 21（第二次）における歩数目標 4) 

年代 性別 現状 
（2010年） 

目標 
（2022年） 

20歳～64歳 男性 7,841歩 9,000歩 
女性 6,883歩 8,500歩 

65歳以上 男性 5,628歩 7,000歩 
女性 4,584歩 6,000歩 

 
込まれ，具体的な数値目標も含まれている．例えば日常

生活における歩数については表 1に示す一日当たりの目

標歩数を性別，年代別に設定している． 
このような流れのなか，WHO では持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals：SDGs）に対応させる形

で「身体活動に関する世界行動計画 2018-2030」5)を 2018
年に策定している．このなかでは，各国の政策に反映さ

せるべき各種視点が示されるとともに，健康分野と都市

計画，交通分野との連携が必要と言及されており，各政

策の基盤として，日常の身体活動，交通行動と健康の関

係に関する知見が継続して求められているといえる． 
 
 
2. 本研究の目的と構成 
 
背景に示すように，身体活動を伴う日常的な交通行動

と健康の関係に関する知見の蓄積が求められている．特

に交通と健康の関係については，活発な身体活動が良好

な健康状態に資する因果関係と，良好な健康状態が活発

な身体活動を可能にする因果関係が想定され，分析にお

いても双方を考慮することが必要となる．これらの関係

を適切な指標により解明するためには，交通計画領域，

疫学研究領域の双方の知見に基づく分析が不可欠といえ，

継続的な知見の獲得が求められるものと考えられる． 
交通と健康の関係についての知見を体系的に獲得する

ために，当該分野の既往研究における視点や成果を整理

し，課題を明らかにすることで，知見構築の基盤とする

ことが求められるといえ，これを本研究の目的とする． 
交通と健康の関係については，これまでに複数の総説

論文が発表されている．本研究でははじめに，和文およ

び英文によるものを対象に，これら総説を踏まえ，交通

と健康の関係を整理するうえで必要な視点を第 3章にお

いて整理し，明らかにする．  
第 3章にもとづき，交通と健康の関係についての既往

研究の視点，手法，成果を整理し，課題を明らかにする

こととする．各国において当該領域の研究がなされてい

るが，本研究では整理の第一段階として，和文による発

行済の論文を対象とし，第 4章に内容を示す．これら内

容を踏まえ，第 5章に考察を，第 6章に結論を示し，本

研究を構成する． 

3. 既往の総説論文における知見整理の視点 
(1) 交通と健康の関係についての既往の総説 

 交通と健康の関係についての知見を総説した英文での

文献として，Sallis et al,(2004)6)，Cavil et al,(2008)7)，Feng et 
al,(2010)8)，Cohen et al,(2014)9)が確認される． 
 Cohen et al,(2014) 9)は交通インフラ整備の経済効果計測

において，健康への影響が含まれる知見を総説している．

交通と健康の関係に対する視点として，身体的な健康と

の関係，精神的な健康との関係，不平等さとの関係，交

通安全との関係の 4点を挙げている．身体的な健康との

関係については，身体活動との関係，大気汚染との関係

を視点として挙げ，既往研究を概観している．精神的な

健康との関係については，社会的な支援，コミュニティ

との隔絶との関係を視点として挙げている．不平等との

観点では，性差および障害の有無，地域差と交通の関係

を概観している．交通安全との関係については，対自動

車の事故および自転車利用等の Active Travel における事

故の観点から，既往の知見を概観している． 
 これら整理の結果として，自転車利用による寿命延伸

効果が，交通事故によって失われる寿命の約 20 倍に相

当する結果を示すなど，複数の研究で相対する結果を示

す場合があることなどを示しており，交通と健康にかか

る領域の総括的な結果に対する根拠の見直しが求められ

るとしている． 
 Feng et al,(2010)8)は居住環境と健康の関係について，特

に肥満との関係に着目して既往研究を総説している．63
の既往研究を対象としており，これらの視点を，第一分

類「生態学的（ ecolgic）」，第二分類「文脈的

（contextual）」，第三分類「個別設定された地理的バッ

ファに基づく分析（relying on individually defined geographic 
buffers）」および，その他の 4 種に分類している． 分類

の結果，3件が第一分類に，22件が第二分類に，15件が

第三分類に，3件がその他に該当するとしている． 
 このうち，論文間での手法等の比較を行うため，第二

分類及び第三分類に該当する既往研究に着目して，その

成果の整理を行っている．この結果，第二分類に該当す

る 22件が分析対象とする 80件の関係のうち 38件が，第

三分類に該当する 15件が分析対象とする 40件の関係の

うち 24 件が統計的に有意でないことを示している．同

時に，両分類に該当する知見における手法の違いが大き

いことを明らかにしており，各結果から得られる知見を

制限しているとして，課題に挙げている． 
 Cavil et al,(2008)7)は交通と健康との関係のうち，身体活

動と健康との関係に特に着目し，既往研究における根拠

の質の分類を行っている．歩行と自転車利用による身体

活動の健康への寄与の観点から，交通インフラや交通政

策の経済効果を評価する基盤となる知見として 16 件を

抽出している．これらの 16 件に対して，メタ分析とし

第 62 回土木計画学研究発表会・講演集

 2



 

 

ての多角性，バイアスの除去等の観点から，分析の質を

3 段階に分類しており，3 件を良質，7 件を低質，6件を

その中間としている．分析上の質が異なることと同時に，

各研究において指標などのアプローチが異なることを明

らかにしており，より交通と健康の関係を分析する，よ

り標準化されたアプローチが求められるとしている． 
 Sallis et al,(2004)6)は，交通と健康の関係についての既往

研究について，その系譜を総説している．ここでは，交

通事故や大気汚染に中心的な関心のあった交通分野から

のアプローチと，余暇での身体活動に中心的な関心のあ

った健康分野からのアプローチで当初は違いがあったと

している一方，近年では米国の Transportation Research 
Board(2005) 10)が整理しているように，双方からのアプロ

ーチにより，日常生活における身体活動と健康の関係に

ついての知見が得られつつあると総説している． 
 また，日常生活における身体活動と健康の関係につい

ての知見として，通勤行動と健康状態の関係についての

6 件の知見の指標の関係を整理している．通勤行動の指

標として，交通手段や距離などが挙げられることを，健

康状態の指標として，コレステロール値や BMI 値など

が挙げられることをそれぞれ示している． 
 当該領域に関する我が国での知見構築の現況と課題に

ついては，Koohsari et al,(2018)11)による総括が行われてい

る．高齢化の進行する我が国においてとりわけ求められ

る視点として，環境と身体活動を伴う交通行動の関係に

関する知見の構築に向けた研究課題の整理を挙げ，既往

研究を総括している． 

 そのなかで，研究課題として，縮退する都市における

交通行動に関する課題を明らかにすること，身体活動を

行うにあたり適した環境を明らかにすること，高齢者の

活動における時空間の特性を明らかにすること，身体活

動に適した環境の分布や格差を明らかにすることを挙げ

ている．また，これらの知見を獲得するにあたり，都市

計画，交通計画領域から，公衆衛生，スポーツ科学など

の領域に跨る学際的な議論が求められるとしている． 

 加えて，和文での知見を含めた総説として，室町

(2009) 12)が確認される．英文での知見に関する先述のよ

うな総説の結果に加えて，和文での知見としても，身体

活動を伴う交通行動と健康との関係が明らかにされつつ

あることを示している．一方，交通インフラ整備などに

おける健康の視点での便益評価の事例は我が国では限ら

れることなどを示している． 
 以上のように，交通と健康との関係については，様々

な既往研究が存在し，その総説も取り組まれてきた．各

総説の結果，着目する交通分野，健康分野の指標や疾患

などについて，交通分野については交通事故，大気汚染

から身体活動に至るまで，また健康分野については精神

的な健康から身体的な健康に関する各指標に至るまで，

多岐にわたる事象や指標，疾患が分析対象となされてき

たことが明らかにされている．また，これら知見をもと

にする交通インフラ整備などの便益評価についても，我

が国においてはその事例が限られる一方，諸外国におい

てはマニュアルが整備されつつあることが示されている． 
 
(2) 既往総説の課題と本研究における整理の視点 

 交通と健康との関係については様々な既往研究が存在

し，前節のように複数の総説も行われている．一方，交

通分野，健康分野の双方について，対象とする事象や疾

患などが多岐にわたり，文献によって対象が異なること，

指標が標準化されておらず，知見間での結果の比較に制

約のあることなどが課題として挙げられている． 
 これらの課題を改善し，交通と健康の関係についての

さらなる知見を獲得するためには，対象とする事象や疾

患および分析における指標に着目した既往研究の整理が

求められる一方，その観点での整理は限られる． 
 そこで本研究では，どのような交通行動や都市環境と，

どのような疾患の関係について，どのような指標が分析

に用いられてきたかに着目して，交通と健康の関係につ

いての既往研究の整理を行い，課題を明らかにすること

とする．なお，先述のように健康側の事象として，精神

的な健康と身体的な健康の双方が想定されるが，前節に

示した総説での主な対象を踏襲し，本研究においても身

体的な健康を対象の中心とする． 
 
 
4. 交通と健康の関係についての分析指標と成果 
(1) 本研究の対象文献 
 第 3章までの整理をもとに，本章では交通と健康の関

係についての和文での論文を対象に，前章に示した視点

での整理を行う．和文での刊行済みの論文のうち，本研

究の視点に関係が深いと判断されるものを抽出した．そ

の結果本研究の対象論文として，表 2 に示す 10 の雑誌

または論文集に登載されている計 19 件を抽出すること

とした． 
 

表 2：本研究で対象とする論文の掲載論文集と件数 
ID 論文集名 件数 

1 
2 

土木学会論文集D3 
土木計画学研究・論文集 

6 

3 土木計画学研究・講演集 2 
4 都市計画論文集 5 
5 交通工学論文集 1 
6 日本老年医学会誌 1 
7 人間環境学研究 1 
8 日本健康教育学会誌 1 
9 厚生の指標 1 

10 IATSS Review 1 
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(2) 各既往研究における交通と健康についての知見 
a) はじめに 
 交通と健康についての知見は，身体活動を伴う交通行

動やそれを促す都市環境が健康を形成するメカニズムと，

良好な健康が活発な身体活動を可能にするメカニズムの

双方が想定される．これを踏まえ，本節ではこれらの視

点と用いる指標の観点から，各知見の成果を整理する． 
b) 身体活動が健康を形成する視点による知見 
 身体活動を伴う交通行動が健康を形成するメカニズム

に着目した知見については，次のように複数確認される． 
 佐々木(2017)13)は居住地区から医療機関や公共交通な

どへのアクセシビリティ指標と，運動頻度，健康，生活

満足度の質問紙調査結果の関係を明らかにしている．健

康指標には 4段階の自己評価を用いている．各回答を用

いたロジスティック回帰の結果として，公共交通や自動

車での医療機関へのアクセシビリティが外出頻度，ひい

ては健康や生活満足度に影響することなどを示している． 
 健康状態自己評価の一環として，健康関連 QOL が挙

げられる．張・小林(2012)14)は健康関連 QOLと日常の生

活行動の関係から，その因果関係を分析している．身体

的健康，社会的健康，精神的健康にかかる健康関連

QOLの指標として，標準化された SF-36v2尺度を用いて

いる．このほか，生活習慣の指標として，森本の生活習

慣スコア法を採用し，個人属性などを含めた質問紙調査

を実施している．決定木分析および構造方程式モデルに

よる分析の結果，各指標と各健康状態との関係を明らか

にしており，例えば交通行動については，大都市では公

共交通，バイク・自転車利用者の身体的健康度が高い一

方，地方都市では自動車利用者において各健康の QOL
指標が高い結果を示すことなどを明らかにしている． 
 活動の能力に着目した指標を用いた知見も確認され，

標準化された代表的な指標として「老研式活動能力指標」

や厚生労働省「基本チェックリスト」が挙げられる（鈴

木ら(2007)15)）．例えば谷本(2014)16)は地方都市の高齢者

を対象に，老研式活動能力指標の一部を用い，機能的健

康状態の推移と利用する交通手段の関係を分析した結果，

公共交通利用によって多くの機能の維持に効果が期待さ

れること，自家用車利用によっても一部の維持に効果が

期待される一方，家族による送迎が負の効果を有するこ

となどを明らかにしている． 
 このほか，活動機能，活動能力への着目として，伊藤

ら(2012)17)は日常生活，認知機能，運動機能に関する事

項を質問紙調査し，運動機能および認知機能に正の効果

をもたらす項目に，公共交通利用や自動車の運転が含ま

れることなどを明らかにしている．また，吉本・川田

(1996)18)は交通環境に対する問題意識が行動を抑制し，

日常生活動作（ADL）を低下させるとの仮説のもと，交

通環境に対する認識，活動欲求と実際の活動およびそれ

を抑制する理由などとの関係を分析している．この結果，

経過観察や検診などの治療以外の保健活動に対して交通

環境が制約となりうることや，交通環境に対する問題意

識が社会活動に与える制約に性差のあることなどが示唆

されている．吉本・川田(1996)18)の研究では，健康状態

を直接的な被説明変数に設定せず，交通領域の指標と同

様に，身体的なつらさや不安に対する自己評価への回答

と併せて，説明変数として活動への影響を分析している． 
健康の主観的評価のほか，顕在化した行動や健康状態

に着目する知見も数多く確認される．例えばその基盤と

して，柳原・服部(2014)19)は高齢者の外出に伴う歩行量

を実測し，各手段での実データを獲得している．この結

果，自動車利用では歩行量が充分に得られないこと，た

だし現況の行動パターンのまま交通手段を公共交通等に

転換した場合も，身体的な健康維持のための運動量に対

して不十分となる場合がある課題などを示している． 
 身体活動強度の指標の一つとして METsが開発されて

おり，国立健康・栄養研究所(2012)20)によって各活動と

の対応が提示されている．健康状態を直接的に指標化し

たものではないが，大庭ら(2013)21)は複数年次の全国パ

ーソントリップ調査の結果をもとに，身体活動強度と関

係の強い指標を，METs を用いて抽出している．その結

果，大都市であること，市街化区域人口密度が低く，自

動車保有台数の低い場合に身体活動量が大きいことなど

を明らかにしている．また，孔ら(2012)22)は生活行動に

おける METsをもとに交通手段などの転換による身体へ

の効果を推計しているほか，程ら(2009)23)はモビリテ

ィ・マネジメントの実施効果として，METs およびこれ

と疾患リスクなどとの関係から，医療費の歳出に対する

身体活動の便益を推計している． 
 生活習慣病の予防の観点から，体型に着目した指標と

して Body Mass Index（BMI）が複数の分析において採用

されている．室町(2008)24)は通勤時の交通手段，一日当

たりの歩数，BMIの関係を分析している．通勤時の交通

手段については国勢調査の通勤時交通手段データ，一日

当たり歩数および BMI については全国衛生・栄養調査

データをもとに都道府県単位での分析を行い，自動車通

勤割合が BMI と正の相関を，一日当たり歩数と負の相

関を示すことをそれぞれ明らかにしている．加えて，個

人の行動に着目した分析として質問紙によるミクロ的分

析を行った結果においても同様に，徒歩，自転車，公共

交通による通勤者が，自動車利用者と比較して一日当た

り歩数が多いことなどが示されている． 
 難波・室町(2007)25)は通勤時交通手段と身体活動量，

BMIの関係および歩行環境と通勤時・非通勤時交通手段，

身体活動量の関係，また歩くことの好みとの関係を質問

紙調査をもとに分析している．この結果，室町(2008)24)

同様に，通勤時交通手段が身体活動量およびBMIに影 
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表 3：各分析における取得健康診断データ 
項目 文献 

126) 227) 328) 

身体計測 身長体重・BMI 〇 〇 〇 
腹囲  〇 〇 
体脂肪率   〇 

血圧測定 血圧 〇 〇 〇 
血液：肝臓系 総タンパク質 〇  〇 

アルブミン 〇  〇 
AST（GOT） 〇  〇 
ALT（GPT） 〇  〇 
γGTP 〇  〇 
コリンエステラーゼ   〇 

血液：腎臓系 クレアチニン 〇  〇 
尿酸 〇  〇 
尿素窒素 〇   

血液：膵臓系 アミラーゼ   〇 
血液：脂質系 総コレステロール 〇  〇 

HDLコレステロール 〇 〇 〇 
LDLコレステロール 〇 〇 〇 
中性脂肪 〇 〇 〇 
血糖値 〇 〇 〇 

血液：糖代謝系 ヘモグロビンA1c 〇 〇 〇 
グリコアルブミン   〇 
インスリン   〇 

血液：血球系 赤血球   〇 
血色素   〇 
ヘマトクリット   〇 
白血球   〇 
血小板数   〇 

血液：電解質系 ナトリウム   〇 
カリウム   〇 
クロール   〇 
カルシウム   〇 
無機リン   〇 
鉄   〇 

血液：感染症系 C反応性蛋白   〇 
HBs抗原   〇 
HCV抗原   〇 

尿検査 蛋白   〇 
文献 1：村田・室町(2006)26)／文献 2：谷口ら(2017)27)／文献3：

安東ら(2013)28) 

 
響すること，通勤時に身体活動を伴う手段を用いること

が非通勤時の手段選択を高める関係にあること，歩行環

境と通勤時の身体活動量に相互関係がみられる一方，非

通勤時にはみられないことなどが明らかとなった． 
最も直接的に健康状態を表現する指標の一つとして，

健康診断データが挙げられ，複数の知見に採用されてい

る．村田・室町(2006)26)は BMI などの身体状況，生活習

慣，通勤時交通行動に関する質問紙調査に加え，6 週間

の通勤時交通手段転換実験への参加者を対象に，毎日の

歩数，身体活動量および実験前後の血液検査，血圧検査，

健康状態検査を行い，表 3に文献 1として示す健康関連

データを取得している．検査結果のうち，総コレステロ

ール，HDL コレステロール，算出される LDL コレステ

ロール，ヘモグロビンA1cおよびBMIに着目し，行動変

化前後での数値の変化を分析している．この結果，歩行

量を増加させる通勤時交通手段に転換することで，数値

の改善が確認され，生活習慣病予防効果が期待されるこ

とを明らかにしている． 
谷口ら(2017)27)は交通行動と健康状態，心的状態など

との関係を，質問紙および健康診断データをもとに分析

している．交通行動については通勤時の交通時交通手段

を質問紙調査によって取得し，健康診断データについて

は，表 3に文献 2として示す項目を取得している．この

結果，自動車，自動二輪車を通勤時交通手段としている

場合に，メタボリックシンドローム，あるいは BMI が
高い値を示すことなどを明らかにしている． 
安東ら(2013)28)は都市部と郊外部の居住者を対象に，

交通行動と健康診断結果および生活習慣の関係を分析し

ている．交通行動としては，各交通手段の利用頻度，通

勤時間，各手段の利用時間，通勤経路および通勤・出張

頻度を取得している．健康診断結果については表 3に文

献 3として示す項目を，生活習慣については喫煙，飲酒，

食事などの習慣を取得している． 
この結果，都市部での結果については自動車などの身

体活動強度の小さい手段を利用することが必ずしも健康

上の数値を悪化させるとは限らず，同様に，徒歩や自転

車などの身体活動強度の大きい手段を利用することも必

ずしも数値を改善するとは限らず，アルコール摂取頻度

との関係など，既往研究で示される関係と一致しない，

より複雑な関係が背後にある可能性が示唆された．これ

に対して郊外部での結果については，自動車利用が健康

診断結果に負の影響を，自転車や公共交通の利用が健康

診断結果に正の影響をそれぞれ示すという，既往研究の

多数の結果に一致する傾向を示すことが明らかとなった． 
 また，虚血性心疾患危険因子である高血圧，高脂血症，

糖尿病に着目し，高田(2004)29)も健康診断結果の 5 年間

にわたる観察を行っている．通勤時運動時間を 3群に分

類し，健康診断結果との比較を行っている．その結果，

通勤時運動時間が短い群で，虚血性心疾患危険因子とな

る疾患の発症リスクが有意に高いこと，肝機能を示す値

の上昇が，通勤時運動時間の長い群で抑制傾向にあり，

各疾患の発症を抑制する可能性が示唆されることなどが

明らかとなった． 
 健康診断結果とは異なるが，顕在化した健康関連指標

として，地区などの単位で集計した，各疾患による死亡

リスクが挙げられる．長谷川ら(2019)30)は通勤時の交通

行動と死亡リスクについて，市区町村単位での集計結果

をもとに分析を行っている．通勤時の交通行動として国

勢調査から得られる通勤時交通手段を，死亡リスクにつ
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いて，死亡率を年齢調整した「標準化死亡比」を，全死

因，大腸癌，心不全，脳梗塞，急性心筋梗塞を対象に厚

生労働省データから取得している．その結果，公共交通，

徒歩，自転車分担率が高い自治体において大腸癌以外に

よる死亡比との相関が確認された．一方，大腸癌につい

ては異なる傾向を示し，都市居住者の脂質摂取量など，

その他の背景要因の存在を示唆している．このほか，健

康状態が喫煙などの生活習慣からも影響を受けることが

改めて確認され，交通と健康の関係についての分析にお

いて生活習慣の考慮も求められることを示している． 
 行政側の視点では，市民の健康状態は医療費の歳出に

影響する要因となる．そこで森ら(2015)31)は交通行動と

疾病による受療率および医療費歳出の関係に着目してい

る．交通行動については通勤時交通手段を国勢調査結果

より取得し，健康を表現する指標として寿命，各疾患の

受療率，各疾患による死亡率，医療費を設定している．

寿命に関連する項目および死亡率に関する項目は「都道

府県生命表の概要」，受療率に関する項目は「患者調

査」，医療費に関する項目は「医療費の地域差分析」を

根拠とし，いずれも厚生労働省による資料である． 
 受療率の対象となる疾患については，統計資料の取得

可能性および行動との関連の仮説から，糖尿病，脳血管

性疾患，高血圧性疾患，心疾患，虚血性疾患，肝疾患，

腎疾患，悪性新生物，結核，肺炎，精神疾患を挙げてお

り，死亡率については精神疾患を除き，自殺率および老

衰を追加している． 
 交通手段分担率および嗜好品摂取などの生活習慣関連

指標と先述の健康関連指標との関係を重回帰分析によっ

て解析した．その結果，公共交通分担率が高い場合に，

糖尿病，高血圧性疾患，心疾患，虚血性疾患，精神疾患

の受療率，および年間利用費が低くなる関係のあること

が明らかとなった．一方，死亡率については明確な関係

が確認されなかったほか，健康寿命などについては仮説

と異なる結果が得られ，他の背景要因を含めたさらなる

分析，考察が求められると示唆されている． 
c) 健康が活発な活動を可能にする視点による知見 
 前項までに整理したように，身体活動を伴う交通行動

が健康を促進する視点での知見が多くを占める一方，身

体的な健康が活発な活動を可能にする視点での知見も複

数確認される． 
 柳原(2015)32)や柳原ら(2017)33)は高齢者の外出頻度を規

定する要因の一つとして，利用交通手段，その他の個人

属性などと同様に個人の機能的な健康を挙げ，老研式活

動能力指標を用いて，手段的自立（自立 ADL），知的

能動性（知的 ADL），社会的役割（社会的 ADL）の各

項目を質問紙によって取得している．外出頻度に影響す

る要因に関する決定木分析により，手段的自立が高齢者

の外出頻度に影響することを明らかにしている． 

 高橋ら(2006)34)は高齢者の外出を規定する要因に着目

し，外出頻度，歩行時間，外出手段，身体の痛み，生活

習慣病の有無，主観的健康感，日常生活活動，知的能動

性，社会活動などの変数を共分散構造分析に適用し，構

造の分析を行っている．健康状態を表現する指標は，主

観的健康感に関する 5段階の選択肢，高血圧，脳卒中，

糖尿病，心臓病，肝臓病，その他疾患の有無，および身

体の各部位の痛みの有無を質問紙によって取得している．

その結果，健康状況と社会活動が同等の強さで外出を規

定する要因となることなどが明らかとなった． 
 
(3) 各既往研究における分析指標と課題 
 第 3章までに先述した視点を踏まえ，前節までに確認

した各知見を，対象とする事象や疾患およびその表現に

用いる指標の観点から整理する．前節までの整理を踏ま

え，はじめに，身体活動が健康を形成する視点による知

見を対象とする整理を行うこととする．その後，他の視

点からの知見や関連する知見を含めて考察につなげる． 
 交通関連指標として，交通環境に対する問題意識，公

共交通等アクセシビリティ，通勤時運動時間，通勤時交

通手段・頻度，その他目的での移動を含めた利用交通手

段，活動に対する要求，一日当たり歩数，身体活動強

度・METs，外出頻度が確認された． 
 健康関連指標として，健康自己評価・身体的不安，健

康関連 QOL（測定方法：SF-36v2），老研式活動能力指

標，その他の指標で測定された運動・認知機能，BMI・
体型，血液検査結果を中心とする健康診断結果，標準化

死亡比で表現される死亡リスク，医療費歳出が確認され

た．なお，血液検査を結果を中心とする健康診断結果の

詳細な項目については，前章の表 3に示す通りである． 
 これらの項目について，各分析での採用の対応関係を

整理すると，表 4に示す通りとなる．ここで，交通関連

の 9指標のうち 6指標，健康関連の 8指標のうち 4指標

はある知見のみで採用されたものであり，標準的に用い

られる指標とは言い難いと捉えられる．これに対して交

通関連指標のうち，利用交通手段や METsで表現される

身体活動強度，また健康関連指標のうち，健康自己評価

やBMI，血液検査結果などの健康診断結果については，

複数の知見で指標として用いられており，交通と健康の

関連を測定する指標としての実績が増えつつあるものと

理解できる．また，健康関連指標のうち，健康関連

QOL を測定する SF36v2 や老研式活動能力指標は，交通

と健康の関係を解明する目的で開発されたものではない

が，QOL や機能に関する標準的な測定方法として他の

関連分野においても実績がある．このことから，他の分

野の知見と併せて，多様な要因が関連することが示唆さ

れている交通と健康の関係を包括的に解明するうえでは，

今後も一定の意義を有するものと捉えられる． 
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表 4：各分析における交通・健康関連指標 
 交通関連指標 健康関連指標 

交
通
環
境
に
対
す
る
問
題
認
識 

公
共
交
通
等
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ 

通
勤
時
運
動
時
間 

通
勤
時
交
通
手
段
・
利
用
頻
度 

利
用
交
通
手
段
（
全
般
） 

活
動
に
対
す
る
要
求 

一
日
当
た
り
歩
数 

外
出
頻
度 

身
体
活
動
強
度
・M

ETs 

健
康
自
己
評
価
・
身
体
的
不
安 

健
康
関
連QOL

（SF-36v2

） 

老
研
式
活
動
能
力
指
標 

認
知
・
運
動
機
能 

BM
I

・
体
型 

血
液
等
身
健
康
診
断
結
果
（
表3

） 

死
亡
リ
ス
ク
・
標
準
化
死
亡
比 

医
療
費
歳
出 

佐々木(2017)13)  〇        〇        
張・小林(2012)14)     〇      〇       
谷本(2016)16)     〇       〇      
伊藤ら(2012)17)     〇        〇     
吉本・川田(1996)18) 〇     〇    〇        
大庭(2013)21)         〇         
孔ら(2012)22)         〇         
程ら(2009)23)         〇        〇 
室町(2008)24)    〇   〇       〇    
難波・室町(2007)25)    〇 〇         〇    
村田・室町(2006)26)    〇          〇 〇   
谷口ら(2017)27)    〇           〇   
安東ら(2013)28)     〇   〇       〇   
高田(2004)29)   〇            〇   
長谷川ら(2019)30)    〇            〇  
森ら(2015)31)    〇             〇 

 また表 4の整理の結果，複数の知見で用いられる指標

について，交通関連指標と健康関連指標の組合せに着目

すると，利用交通手段と BMI および健康診断結果を組

合せる知見が複数確認されることが明らかとなる．これ

ら知見では，前章に示すように，身体活動を伴う交通手

段の利用と良好な健康状態の関係を示す成果を中心に，

都市部と郊外部での違いや，これらから想定される，さ

らなる背景要因など，共通しつつも多様な結果が得られ

ており，共通した指標を用いることが知見間での結果の

比較を可能にしていることを示していると捉えられる． 
 また，METs などで表現される交通身体活動強度につ

いては，それ自体が身体活動を伴う交通行動の健康への

影響を表現する指標であることから，表 4に示す各知見

においても，単独の指標として用いられる場合があるこ

とが明らかとなった． 
 加えて，交通環境に対する問題認識や健康自己評価な

ど，標準的な指標として開発された測定方法以外による

ものは，特定の知見のみで用いられる指標としての採用

に留まっているものと捉えられる． 
 
 
5. 考察：交通と健康の関係についての研究課題 
 交通と健康の関係については，疫学系領域，交通計画

領域の双方からの知見獲得の取組みが継続的になされて

きた．これらの知見は第 3章に示すように，複数の総説

によって整理されているほか，第 1章に示すように，国

際機関や各国政府によって，便益を評価し，政策に繋げ

る取組みがなされてきた． 
 一方，「健康」が指し示す疾患やそれを表現する指標，

および「交通」が指し示す事象やそれを表現する指標は

ともに広範にわたることから，双方の関連指標の対応関

係の観点から，既往の知見を整理することが求められて

いた．そこで本研究ではその初期段階の知見として，発

行済の和文での知見に着目し，既往研究の整理を行った． 
 複数の論文集に当該領域の研究成果が収められており，

表 2に示すように，土木計画領域，都市計画領域から疫

学系の領域までにわたっている．ただし，本研究で対象

とした文献は土木計画，都市計画領域の論文集に掲載さ

れた知見が卓越している． 
 交通と健康の関係については，身体活動を伴う交通行

動が健康に寄与するメカニズムと，身体的な健康が活発

な活動を可能にするメカニズムの双方が想定され，本研

究でも双方の観点から文献の収集を行ったが，結果とし

て，前者のメカニズムを基盤とする知見が卓越した． 
 各研究で採用する指標については，表 4に整理するよ

うに，交通関連指標，健康関連指標ともに複数の指標が

確認され，ある知見のみで採用される指標から，複数の

知見で共通して採用される指標まで，ともに確認される

結果となった．特に，交通関連指標のうち利用交通手段，

健康関連指標のうち健康診断データについては，その組
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合せを含めて複数の知見で採用され，成果を上げている

ことが確認される．健康診断データについては，生活習

慣病全般にわたる疾患を対象に，事業者や自治体の協力

を得ることで，実際の血液検査結果を含む詳細なデータ

を取得する実績が蓄積され，表 3に示すように多岐にわ

たる項目を対象にすることが可能となっている．交通行

動データや健康診断データは顕在化した結果を示すデー

タといえ，意識や自己評価以上に，科学的かつ客観的に

身体の状況を評価することが可能な指標と捉えられ，そ

れ故に，複数の知見で得られた結果の相互比較も可能に

なっているものと理解できる． 
 一方，表 3に示す各取得データのうち，各知見で最終

的な結果に結びついている項目はその一部である場合が

あることも同時に確認される．健康診断の結果として多

用な健康関連指標が得られるようになっている一方，交

通行動や日常生活との関連を明らかにする観点から，こ

れを最大限活用するうえでは，継続して知見が求められ

る領域であるものと捉えられる． 
 なお，交通行動データや健康診断データは行動や状態

が顕在化したデータとして有用であるといえる一方，当

該領域に関連する指標には，個人の社会とのつながりや

要求に対する満足など，意思や意向に関する要素とも関

連があることが示唆されることも，第 3章に示す整理よ

り示されている．これらの要素を含めて，当該領域に関

するメカニズムを包括的に理解するためには，顕在化し

たデータのみでは不十分であり，意思や意向に関する項

目も引き続き着目される必要があるものと捉えられる．

一方，これらの取得にあたっては，他の知見で得られた

結果との比較が可能であることも求められるが，標準化

された測定手法の活用は必ずしも十分とは言えない点は，

課題の一つとして示唆されたといえる． 
 また，行動や活動が身体に与える影響は，ある一時点

での関係ではなく，その活動や生活の継続や蓄積によっ

て顕在化するものと想定される．一部の研究では健康状

態のパネル調査によって，時系列を伴う分析を可能にし

ているものもみられる一方，交通行動の蓄積や習慣性な

どについては，近年ではデータ取得技術の進展によって

継続的な取得の可能性も高まっているなかではあるが，

本研究での整理のなかではその活用は確認されなかった．  
 このほか，本研究では和文による研究成果を対象とし

たことから，これによる制約も存在する可能性は想定さ

れる．例えばAlthoff et al,(2017)35)はスマートフォン内蔵の

センサーデータを用いることで，世界 111か国の居住者

の活動量を分析対象としており，このなかでは国による

活動量の違いや性差などが指摘されている．各国で社会

的状況などから身体活動と健康状態は異なる可能性があ

り，今後，これらを含めたさらなる知見の整理も同時に

求められているものと示唆される． 

6. 結論 
 本研究では，交通と健康の関係についての知見に対し，

既往の総説を振り返ったうえで，今後のさらなる知見を

構築するうえでの基盤とするべく，知見整理を行った． 
 はじめに，英文，和文による当該領域にかかる総説の

視点を概観した．統一された尺度の必要性をはじめ，既

往の総説により複数の示唆が得られている一方，交通と

健康の関係を評価する双方の指標の組合せの観点では十

分な整理が行われていなかった．そこで本研究ではその

初期段階として和文での既往研究を対象に，採用する指

標およびその組合せを中心的な視点とする整理を行った． 
 その結果，顕在化した行動や状況を示すデータとして

交通行動データや健康診断データを組合せた分析が複数

みられ，科学的，客観的な指標として知見間での比較も

可能にする成果を上げていることが明らかとなった．一

方，健康診断データで得られる多様なデータのうち，既

往研究で用いられている項目は必ずしも全体ではなく，

今後のさらなる知見獲得が求められる領域と示唆された． 
 当該領域をとりまく全体構造は必ずしもこれら指標の

みで表現可能ではなく，意思などを含めた指標の取得も

継続して求められるといえる．一方，その取得方法の標

準化には課題があるものと示唆されたほか，個人の経年

変化に関する，とりわけ交通関連指標のデータ取得改良

についても，今後の研究における課題が示唆された． 
 Giles-Corti et al,(2020)36)が指摘するように，現在の世界

的な目標となっている SDGs を達成するうえでも，交通

と健康の関係は都市計画，交通計画の重要な視点の一つ

となっている．Giles-Corti et al,(2020)36)によって国際連合

による評価指標の矛盾も指摘されるなか，政策立案およ

び政策評価の基盤となる，交通と健康の関係についての

科学的知見はますます求められているといえ，本研究で

示唆された課題への対応を含むさらなる知見獲得が求め

られると同時に，得られた知見群の継続的な総括を通じ，

指標の標準化や交通関連指標，健康関連指標の精緻さの

均衡など，様々な改善が期待されるものと考えられる． 
 また継続的な総括においては，本研究が対象とする和

文での知見に加えて，英文での知見などを含めて対象を

拡げると同時に，システマティックレビューの観点に基

づく総括の対象範囲の拡張も今後求められるといえる． 
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